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要旨

　がんは，年間 85万人が罹患し，その 3人に 1人は就労可能年齢で罹患する疾患である．
就労の継続は，がん患者と家族の経済的，身体的，精神的，社会的のすべてにおいてメリッ
トがあるものの，雇用主である企業側は当該従業員の適正配置や雇用管理等，病気や治療に
関する見通しや復職可否の判断が難しいことから対応に苦慮する場面が多い．
　治療と仕事の両立のためには，治療経過および今後の治療計画や健康情報，復職妥当性な
どについて企業側に十分な情報提供がなされることが重要であり，また，復職の阻害要因と
なる，併存疾患やうつ病，心理的要因が関連するとされる倦怠感などの症状に対しての適切
な医学的介入が必要となる．総合診療医は，患者の身体的，心理的，社会的背景，家族状況
を考慮した日常的なプライマリ・ケアを提供することを得意としており，産業医や治療医と
密な連携をとりながら，がん患者の治療と仕事の両立支援を行う役割が期待される．

①現状と問題点
企業における病気の考え方
　「患者」は企業において，「労働者」という立場であ
る．企業と労働者は労働契約を結んでおり，それに
伴い企業は労働者が安全に働けるよう配慮する義務
（安全配慮義務）を負い，労働者は労務を提供 でき
るよう自分自身の健康に留意する義務（自己保健義
務）を負っている．企業において，労働災害に伴う
疾病は，労災予防や再発防止に努める責任が発生す
るものの，労働との関連が認められない疾病につい
ては，「私傷病」という扱いであり，原則として労働
者の自己保健義務に任されてきた 1）．したがって，
これまでにメンタルヘルス，脳卒中，糖尿病につい
ては発症の原因の一部が職場環境によるとされてい
たため，両立支援の取り組みが進んできていた．
　一方，「がん」については，「私傷病」とされ，労働
者の自己保健義務に任されてきた．がんは，生涯の
うちに，日本人の 2人に 1人が罹患する疾患であ
り，年約 85万人が新たに診断され，3人に 1人は
就労可能年齢で罹患する疾患であり，現在，がん
治療のため，仕事を持ちながら通院している者は
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32.5万人にものぼる 2）．また，がん治療の目覚まし
い進歩により，5年相対生存率は，53.2％（平成 5
～8年）から，58.6％（平成 15～17年），さらには
62.1％（平成 18年～20年）と年々向上していること
を鑑みると，3人に 2人は 5年以上の経過をもち，
必然的に仕事をしながら治療を続ける人が増加する
ことがわかる．その現状を踏まえ，2016年 12月に
成立した改正がん対策基本法で，企業が働くがん患
者の就労継続を支援することも努力義務として示さ
れた 3）．
がん患者の就労希望と現状
　がん患者とその家族を対象としたアンケート調査
の結果，有効回答のあったがん患者 831人のうち，
80.5％の人が「仕事を続けたい（したい）」と回答し，
患者の家族（有効回答 640人）のうち 52.2％の患者
が仕事をして欲しいと思うなど，がん罹患者の就労
（継続）の希望は患者本人・家族ともに多かった．就
労（継続）を希望する理由として，患者本人・家族
とも，「家計のため」だけでなく，「働くことがやり
がい」であることを多く挙げており，患者にとって
就労は経済面に加えて，精神面・社会生活面でも重
要な意味を持っていることが分かる 4）．また，がん
患者の quality of life（QOL）においても，就労継続
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群の方が非就労群に比較して高スコアであることが
示されている 5）．さらに復職や仕事と治療の両立が
治療成績を向上させる可能性についても，産業医で
は 76％，主治医で 56％と両者ともに過半数以上で
肯定的な意見がみられている 5）．
　しかし，がんと診断された後，勤務者の 34％が
依願退職・解雇され，自営業等の者の 13％が廃業
しており 2），離職を選択したがん患者の中には，主
治医がパフォーマンスステータス 0（ゼロ），すな
わち全く問題なく活動できると判断しているにもか
かわらず，本人が「就労に際し制限あり」と答えた
割合が 22％と，主治医の診断と本人の解釈にギャッ
プが認められている現状がある 5）．
がん患者の就労継続における問題点
　東京都が都内に本社を置く企業 4,000社（従業員
規模別に無作為抽出）を対象に平成 26年に実施した
がん患者の就労等に関する実態調査 4）によると，従
業員が私傷病になった際，当該従業員の適正配置や
雇用管理等について，89.5％の企業が対応に苦慮し
たと回答している．また，苦慮した内容は，最も多
いものが「病気や治療に関する見通しが分からな
い」（60.2％），次いで「復職可否の判断が難しい」
（51.9％）であった．従業員ががん等に罹患した場合
に利用できる産業医への相談窓口を設けていると答
えたのは 37％にとどまった．さらに，法的に産業
医の選任義務がある 50人以上の企業で働く労働者
数は労働者全体の約 40％に過ぎず，過半数の労働
者が産業保健の専門家による支援を受けにくい環境
にいることがわかっている 5）．
　主治医から産業医に対し，治療内容の概略やスケ
ジュール，起こりやすい副作用などの医療関連情
報，配慮が必要な症状と期間などの就業上の配慮に
関する情報が提供されると，会社での前向きな配慮
に結びつきやすいことが指摘されている 6）が，がん
患者の就労について主治医に相談したことがある産
業医は 37％，産業医に相談したことがある主治医
は 4％と少数であり 5），主治医と産業医の間の情報
共有は乏しい現状が報告されている．
　主治医より今後の見通しなどの治療情報を提供し
てもらう制度ができれば，復職や両立支援を行う
上で参考にすると答えた産業医は 95％であったが，
主治医が産業医へ治療情報を提供する制度を活用す
ると答えた主治医は 61％と少なかった．制度を活
用しない主治医の理由としては，参加したいが時間
が無いが最も多く，続いて守秘義務の不安，医療職
責の範囲外が続いた 5）．

がん患者の職場復帰に関連する要因
　がんサバイバーの就労に関するシステマティッ
クレビュー7）においては，職場復帰を可能にする要
因として，雇用者との仕事復帰に関するミーティ
ング，フレキシブルな働き方，同僚へのがんの開
示，仕事についての医師からのアドバイス 8，9），カ
ウンセリング，多方面に渡るトレーニングの重要性
10）が指摘されている．また，職場復帰を妨げる要因
としては，倦怠感が最も多く 11），心配，罪悪感な
ど心理的要因との関連も指摘されている 12）．また，
併存疾患やうつ病の存在 13-15）が職場復帰を妨げる要
因になると報告されている．

②総合診療医が貢献できること
がん診療における総合診療医の役割
　総合診療医の提供するプライマリ・ケアは，1996
年の米国国立科学アカデミー（National Academy of 
Sciences, NAS）において，「primary careとは，患者
の抱える問題の大部分に対処でき，かつ継続的な
パートナーシップを築き，家族及び地域という枠組
みの中で責任を持って診療する臨床医によって提供
される，総合性と受診のしやすさを特徴とするヘ
ルスケアサービスである」と定義されており，その
特徴を表す 5つの理念として 1）近接性 2）包括性 3）
継続性 4）協調性 5）責任性が挙げられている 16）．そ
の包括性，継続性の点において，がんサバイバー
の長期フォローに，総合診療医がふさわしいと，
Institute of Medicine （IOM） で述べられている．がん
診療における総合診療医の役割についてのシステマ
ティックレビュー17）では，介護支援，スクリーニン
グ，がんやその治療の副作用による身体的・心理社
会的な影響，疼痛やその他症状のコントロール，緩
和ケア，ヘルスプロモーション，継続的なヘルスケ
アの提供，医療経済の面において，総合診療医がよ
り重要な役割を果たす可能性が示唆されている．が
んサバイバーへのインターネット調査では，総合診
療医の一般的なケアや心理社会面のケア，ホリス
ティックケアの面で支持され，72％の満足が得られ
ている 18）．早期乳癌治療後の患者について専門医
と総合診療医のフォローについて比較したランダ
ム化比較試験では，再発に関連した重篤なイベン
トの発生率・死亡率，健康関連QOL（health-related 
quality of life）で，有意な差を認めなかった 19）．ま
た，がん患者は，がんの既往歴がない人に比べ，う
つ病，不安症などだけでなく，長期的に糖尿病，心
血管疾患，骨粗鬆症などを発症するリスクが高いと
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報告されており，早期乳がんや前立腺がんの患者
は，がんで死亡する確率より心血管系疾患などの他
の原因で死亡する確率が高い 20，21）ため，がん診療お
いて併存疾患のマネジメントは重要である．した
がって，総合診療医は，がんのみならず，併存疾
患，また，患者の身体的，心理的，社会的背景，家
族状況を考慮した包括的なケアを提供できる強みを
活かしたがん患者のフォローを行えるため，がん治
療の進歩によるがんサバイバーの増加に伴い，総合
診療医のがん診療で果たす役割が期待される．
がん患者の就労継続における総合診療医の役割
　がん診療において総合診療医の役割が期待され
ている一方で，がん罹患後の職場復帰についての
総合診療医の役割についてのシステマティックレ 
ビュー22）によると，この分野の研究は少なく，わず
かにあった研究では，医療従事者間のコミュニケー
ション不足と総合診療医の知識不足が指摘されてい
る．がん患者の就労に関して産業医から見た治療医
との連携に関する調査 6）では，「治療経過および今
後の治療計画の提供」，「健康情報の提供」，「復職・
就業配慮の妥当性」，「提供情報の一貫性」，「文書の
発行」，「産業医の存在を意識したコミュニケーショ
ン」「本人が知らない情報の提供」の 7種のカテゴ
リーが産業医の就業配慮に関連する項目として抽出
された．就労支援が良好であった事例において最も
多く指摘されたのは，「治療経過および今後の治療
計画の提供」に関連する内容であり産業医が治療医
に連絡する前に情報提供があったというものや，産
業医に直接連絡したいとの申し出があった，という
「産業医の存在を意識したコミュニケーション」が特
徴的な記載であった．また，「健康情報の提供」に
は，検査データの他に化学療法に伴って出現する副
作用の情報，倦怠感などの自覚症状，どのように告
知したかの内容まで，病状に関連する様々な情報が
提供され，「復職・就業配慮の妥当性」に関する内容
の中には，余裕をもった復職可能時期の判断があっ
たり，どのくらいまでは配慮が必要か，その期間を
提示していたり，配慮が必要な症状を具体的に提示
されたりしていた．就労支援が困難であった事例に
おいては，「復職・就業配慮の妥当性」に関 するこ
とと「文書の発行」に関すること，「治療経過および
今後の治療計画の提供」不足に関することが大半を
占めた．
　就労支援について産業医との連携をとる医師につ
いての主治医の意見は 5），「主治医が良い」が 56％，
「かかりつけ医が良い」が 40％であった．ただし，

主治医が良いと答えたものも，病状が安定している
ときはかかりつけ医でも良いと考えている主治医が
約 3割いた．がん患者自身は，治療中・治療後にお
いて，精神的なケア，日常的なケア，ケアの調整な
どのサポートにおいて，総合診療医にもっと多くの
役割を担ってほしいと望んでいた 23）．
　総合診療医は，がんの診断前からその関係性を構
築できているため，がんの診断時から，患者の生き
がいや，やりがいといった面にも配慮した上で，今
後の治療のスケジュールを考慮した就労支援を行う
ことが可能であり，職場復帰を妨げる要因である倦
怠感と関連する心理社会的側面へのアプローチも可
能である．また，家族も同じ診療所に通院している
ことも少なくなく，家族背景を考慮した支援のみな
らず，家族に直接アプローチすることが可能であ
り，患者と患者を支える家族のサポートまで十分に
行うことができる．そのような総合診療医が，積極
的に産業医との連携，また治療医との橋渡し役を担
うことで，よりこまめな就労支援のサポートが可能
になると考えられる．

③社会に与えるインパクト
　就労中に，毎年新たにがんと診断される約 30万
人が，治療を継続しながらも安心して仕事と両立す
ることが可能になると，企業にとっても人材を失う
ことなく，経済効果が得られる．

④実現のために必要な事項
総合診療医の知識の向上
　がん罹患後の職場復帰についての総合診療医の
役割についてのシステマティックレビュー22）による
と，総合診療医の就労支援に関する知識不足が指摘
されている．2013年米国臨床腫瘍学会よりがんサ
バイバーのケアの改善を目的とした政策，医師の教
育，臨床ガイドラインおよび研究の改善について提
言がなされ，そのツールとして，専門が異なる医療
従事者が協力できるようなケア分担モデル，がん
診療の質向上プログラム（Quality Oncology Practice 
Initiative：QOPI®），医療従事者に対するサバイバー
ケアの教育プログラムが挙げられている．このよう
なツールを利用し，病院で行われる勉強会やケース
カンファレンスなどに積極的に参加していく中で，
総合診療医自身が，がん治療の流れ，がんに関連す
る身体症状や心理状態，産業保険の現状などの知識
を習得し，常にアップデートしていく必要がある．
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連携と情報共有
　医療従事者間のコミュニケーション不足はがんの
就労支援の妨げとなり 22），十分な情報共有は良好
な就労支援につながる 6）ため，産業医，治療医，か
かりつけ医としての総合診療医の連携は必須であ
る．そして，がん患者は，時間節約，ケアの継続性
などの点から，自宅近くの通いやすいかかりつけ医
のフォローが好ましいと考えている反面，医療の質
や治療医との関係が途切れることに不安を感じてい
る 26）．そのため，がん診療において地域連携クリ
ニカルパスなどのツールを積極的に活用し，医療従
事者間の連携を可視化することは，がん患者がより
安心してかかりつけ医のフォローを受けるために有
用であると考えられる．
　また，PCMH（Patient-centered medical homes）は，
家庭医の領域から始まった情報共有システムであ
り，かかりつけ医が電子カルテを通して患者の他科
での診療を管理し，患者教育や 24時間の電話相談
体制，受診しやすい体制をとることなどにより患
者との関係を強化するための医療モデルである 25）．
治療医と総合診療医がこのようなツールを通してリ
アルタイムに診療内容を共有することができれば，
よりスムーズな連携が可能となり，患者や企業から
の相談に対し，総合診療医が治療医に代わって対応
することも可能となる．
　その他，病院の勉強会やカンファレンスに参加す
ることで，日頃から治療医と顔の見える関係を構築
していくこともスムーズな連携，情報共有に有用で
あると考えられる．
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